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●綿工連綿’s 倶楽部全国交流会開催 

３月２日（土）、名古屋市内において第５４回綿工連綿'ｓ倶楽部全国交流会が開催され、１５産

地から６１名が参集した。今回は参加企業の設備状況別でのグループ、事業形態別でのグルー

プと２回に分けて情報交換・意見交換会を行った。企業が抱える問題点を同業他社と考えること

で解決策が得られることが目的で「参加して良かった。」との声が多かった。また、初参加の若手

後継者や社員の自己紹介も行われた。 

 

●第７回綿織物産地素材展開催 

３月１９日(火)、２０日(水)の２日間、東京渋谷の文化ファッションインキュベーションにおいて第

７回となる日本綿スフ織物工業組合連合会主催の「綿織物産地素材展」が開催され、７産地より

９社が出展した。出展企業は東から古橋織布（遠州）、高麻（高島）、辰巳織布、和紙の布（大阪

南部）、遠孫織布、大城戸織布（播州）、ショーワ（岡山）、篠原テキスタイル（広島）、ミツノブ（九

州）。アパレル、バイヤー、デザイナーが１３０名強来場し熱心な商談が行われた。 

 

●外国人技能実習受入企業連絡会議開催 

３月２２日（金）、綿業会館において綿工連傘下で外国人技能実習制度を利用している企業

の代表者、担当者が出席して情報交換会が開催された。各社の現状や立入検査の内容の情報

交換を行ったほか、実習生の就労期間３年から５年の延長が遅れている状況について事務局か

ら報告を行った。 

 

 

 

綿工連綿’ｓ倶楽部全国交流会開催／第７回綿織物産地素材展開催／外国人技能実習受入

企業連絡会議開催／インターテキスタイル上海開催／「コダワリノヌノ」展開催／平成３１年度

予算成立／下請取引ガイドライン改訂／平成３０年度第２次補正「事業承継補助金」公募要

領／中小企業、小規模企業等の特許料減免制度について／改元に伴う情報システム改修等

への対応について／ＴＰＰの動向／特許公開情報 

 

 

 

主 な 内 容 
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●インターテキスタイル上海開催 

３月１２日（火）から１４日（木）の３日間、中国上海の中国国家會展中心において開催されたイ

ンターテキスタイル上海において、ジャパンファッションウィーク推進機構（ＪＦＷ）が主催するジャ

パンパビリオンのブースに綿工連傘下から大阪南部の辰巳織布、播州の植山織物、桑村繊維

が出展した。 

 

●「コダワリノヌノ」展開催 

３月１３日（水）～１５日（金）の３日間、南青山“ふくい２９１”において「コダワリノヌノ２０１９」が開

催され綿工連傘下から天龍社のカネタ織物と高島の高橋織物が出展。 

同展は毎回共通テーマがあり、今回のテーマは「コダワリの産地各社ど真ん中」。（昨年２０１８

年のテーマは「べンベルグ」）。 

 
●平成３１年度予算成立 

３月２７日、第１９８回通常国会において平成３１年度予算が政府案通り成立した。一般会計総

額が１０１兆４,５７１億円と過去最大規模。経産省の予算は１２,４２１億円。平成３０年度補正予算

については２月７日に成立している。 

 

●下請取引ガイドライン改訂 

経済産業省が策定している「繊維産業における下請適正取引等の推進のためのガイドライン」

が、３月２９日付けで改訂された。 下請適正取引等の推進のためのガイドラインは下請事業者・

親事業者との間で、適正な下請取引が行われるよう、業種別に国が策定しているガイドラインで

あり、繊維産業のガイドラインにおいては、下記事項が整理・掲載されている。 

○自主行動計画、取引ガイドライン 

○繊維産業において問題となりうる行為類型 

○外国人技能実習の適正な実施等のための取組 

○下請振興基準（働き方改革への対応等を踏まえた改正）、関係法令 等 

■繊維産業における下請適正取引等の推進のためのガイドライン  

  https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2019/190329sitauke.pdf 

 

●平成３０年度第２次補正予算「事業承継補助金」公募要領 

事業承継、事業再編・事業統合をきっかけとした、中小企業者等による経営革新や事業転換

への挑戦を応援するため、「事業承継補助金」が実施される。本補助金は２０１９年４月１２日(金)

の申請受付開始予定、事前に公募要領が公開された。 

申請受付期間：２０１９年４月１２日(金)～２０１９年５月３１日(金)(予定) 

公募要領 https://www.shokei-hojo.jp/docs/pdf/h30_application_guidelines.pdf 

 

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2019/190329sitauke.pdf
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●中小企業、小規模企業等の特許料減免制度について 

特許庁は、中小企業・小規模企業等を対象に、出願審査請求料と特許料（第１年分から第１０

年分）について、一定の要件を満たした場合、減免措置が受けられる新減免制度の運用を４月１

日に開始した。これにより、中小企業の審査請求料と特許料は１／２に、小規模企業は１／３に

軽減される。同様に国際出願に関する手数料も軽減される。 

〇新減免制度 https://www.jpo.go.jp/system/process/tesuryo/genmen/genmensochi.html 

 

●改元に伴う情報システム改修等への対応について 

新元号については、国民生活への影響を最小限に抑える観点から、改元に先立ち、４月１日

に公表されたが、これを受けて、経済産業省から民間企業等における改元に伴う情報システム

改修等の対応について万全を期すことを目的に、想定される段取りや工程、留意すべき点等に

ついて紹介された。 
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ＥＰＡ（経済連携協定）／ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）の動向 

●我が国のＥＰＡへの取組状況 
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●ＴＰＰの概要 
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なお、凍結事項に入らなかったが、一定期間猶予する内容（２項目）についてはサイドレター

（補足文書）を交わすことになる。 
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日  本  と  各  国  と  の  Ｅ  Ｐ  Ａ  交  渉              

●日・ＥＵ経済連携協定について 

○英国のＥＵ離脱（Ｂｒｅｘｉｔ）について 

本号発行後ノー・ディール（合意無き離脱）となった場合、英国に対する全てのＥＵ法の

適用は移行期間なく停止し、ＥＵは英国を（ＥＵ域外の）第三国と見なし、「通関手続き」「関

税賦課」「衛生植物検疫措置」「（商品の）適合性検査」などを直ちに開始するとしている。 

英国のＥＵ離脱後における日ＥＵ・ＥＰＡの適用について 

１．移行期間が設けられる場合（離脱協定案が発効する場合） 

      ２０２０年１２月３１日までの移行期間中においては、日ＥＵ・ＥＰＡは英国に適用される。 

従って、本年３月３０日以降の移行期間中においても、日本に輸入される英国産品につ

いては、日ＥＵ・ＥＰＡに基づく税率の適用対象となる。同様に、同期間中に英国に輸入

される日本産品についても、日ＥＵ・ＥＰＡに基づく税率の適用対象となる。 

  なお、この移行期間については、現時点で公表されている離脱協定案には、１年又

は２年延長する可能性が規定されている。 

２．移行期間が設けられない場合（合意無き離脱となった場合） 

日ＥＵ・ＥＰＡは英国には適用されないこととなる。従って、日本に輸入される英国産品

に対しては、日ＥＵ・ＥＰＡに基づく税率は適用されず、実行最恵国税率（国定税率（基

本税率又は暫定税率）とＷＴＯ協定税率のいずれか低い税率）が適用されることとなる。

同様に、英国に輸入される日本産品についても、日ＥＵ・ＥＰＡに基づく税率は適用され

ず、実行最恵国税率が適用されることとなる。 

                                              （財務省関税局） 
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○日ＥＵ協定の自己申告原産地証明書について問合せ先 

  各税関原産地調査官 

名古屋税関 

電話番号：052-654-4205 

メールアドレス： nagoya-gyomu-gensanchi@customs.go.jp 

大阪税関 

電話番号：06-6576-3196 

メールアドレス： osaka-gensanchi@customs.go.jp 

神戸税関 

電話番号：078-333-3097 

メールアドレス： kobe-gensan@customs.go.jp 

  

○原産地証明書（税関ＥＰＡマニュアル） 

  Ｐ．５１－５４ （Ｐ．５１の下方に原産地証明書サンプル） 

http://www.customs.go.jp/roo/origin/epa.pdf#search=%27%E6%97%A5EUEPA%E5%8E%9F%

E7%94%A3%E5%9C%B0%E8%A8%BC%E6%98%8E%E6%9B%B8%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%83%A

5%E3%82%A2%E3%83%AB%27 

  

http://www.customs.go.jp/nagoya/index.htm
mailto:nagoya-gyomu-gensanchi@customs.go.jp
http://www.customs.go.jp/osaka/index.htm
mailto:osaka-gensanchi@customs.go.jp
http://www.customs.go.jp/kobe/index.htm
mailto:kobe-gensan@customs.go.jp
http://www.customs.go.jp/roo/origin/epa.pdf#search=%27%E6%97%A5EUEPA%E5%8E%9F%E7%94%A3%E5%9C%B0%E8%A8%BC%E6%98%8E%E6%9B%B8%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%82%A2%E3%83%AB%27
http://www.customs.go.jp/roo/origin/epa.pdf#search=%27%E6%97%A5EUEPA%E5%8E%9F%E7%94%A3%E5%9C%B0%E8%A8%BC%E6%98%8E%E6%9B%B8%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%82%A2%E3%83%AB%27
http://www.customs.go.jp/roo/origin/epa.pdf#search=%27%E6%97%A5EUEPA%E5%8E%9F%E7%94%A3%E5%9C%B0%E8%A8%BC%E6%98%8E%E6%9B%B8%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%82%A2%E3%83%AB%27
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●日・ＲＣＥＰ経済連携協定について 

３月１日、カンボジアにおいて、第７回東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）中間閣僚会合

が開催された。日本から世耕経産大臣他関係者が出席し、各分野の交渉の現状が報告されると

ともに，今後の交渉の取り進め方等について議論が行われた。 

日・ＲＣＥＰ協定概要については、外務省 http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000231134.pdf 

   

 

１．ＲＣＥＰが実現すれば、人口約３４億人（世界全体の約半分）、ＧＤＰ約２０兆ドル（世界全体

の約３割）、貿易総額約１０兆ドル（世界全体の約３割）を占める広域経済圏が出現。 

２．世界の成長センターであるアジア太平洋地域経済との連携強化は、我が国が経済成長を

維持・増進していくために不可欠。 

３．我が国の貿易総額に占めるＦＴＡ締結相手国との貿易の割合（ＦＴＡ比率）が２７％、（中国 

２１．２％、韓国５．６％）増加し、日本再興戦略の目標達成（２０１８年までにＦＴＡ比率７０％）

に寄与。 

４．物品貿易（関税撤廃・削減等）に加え、サービス貿易、投資、知的財産等が含まれるため、

これらの分野での我が国企業の活動を支援、地域におけるルール作りに貢献。 

５．広域のＦＴＡが実現することにより、参加国間における貿易・投資が更に促進されるとともに、

地域における効率的なサプライチェーンの形成等に寄与。 

 

●日・コロンビア経済連携協定について 

外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_colombia/index.html 

   

●日・カナダ経済連携協定について  

外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_canada/index.html 

 

●日・トルコ経済連携協定について 

 外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_turkey/index.html  

 
 

 

 

 

 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000231134.pdf
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●特許公開情報 
２０１９年３月に公開された織物の製造方法に関する、特許公開情報です。 

特許電子図書館 HP： https://www.j-platpat.inpit.go.jp/web/all/top/BTmTopPage 

検索範囲： 4L048, D03D1/00～D03D27/00 

 

３月の行事  

３月 ２日………… 綿工連綿’s 倶楽部全国交流会（名古屋・名古屋観光ホテル） 

３月１９～２０日……第７回綿織物産地素材展（東京・文化ファッションインキュベーション） 

３月２２日………… 外国人技能実習生受入企業連絡会議（大阪・綿業会館） 

[特許公開情報] （２０１９年３月公開分） 

＜３月分＞   

項番 文献番号 出願人 発明の名称 

1 特開 2019-049088 日本エステル株式会社 

潜在濃染性ポリエステル繊維、濃染性ポリエ

ステル繊維、及び濃染性ポリエステル繊維の

製造方法、並びに織編物 

2 特開 2019-049066 

国立研究開発法人産業技術

総合研究所 

株式会社宮城化成 

株式会社スマートファイバーデ

ザイン研究所 

無機繊維、布及び繊維強化プラスチック 

3 特開 2019-044325 株式会社村田製作所 布および糸 

4 特開 2019-044317 孚日集団股▲分▼有限公司 透かし織物及びその製造方法 

5 特開 2019-044309 ユニチカ株式会社 

樹脂付着ガラス繊維織物、該樹脂付着ガラス

繊維織物にグラビア印刷が施された印刷物、

及び該印刷物を含む建築内装材 

6 特開 2019-044296 東レ株式会社 多層構造織物 

7 特開 2019-044281 

日本エステル株式会社 

ユニチカトレーディング株

式会社 

潜在濃染性分割型ポリエステル複合繊維、濃

染性ポリエステル極細繊維、濃染性ポリエス

テル極細繊維の製造方法および濃染性ポリエ

ステル極細繊維を含む織編物 

8 特開 2019-044093 
地方独立行政法人東京都立

産業技術研究センター 
ＦＲＰ成形品及びその製造方法 

9 特開 2019-039094 萩原工業株式会社 変色性シート 

10 特開 2019-039091 住江織物株式会社 布帛 

11 特開 2019-038250 住友ベークライト株式会社 化粧板用支持基板 

12 特開 2019-035167 帝人株式会社 布テープおよび繊維製品 

13 特開 2019-035160 東レ株式会社 三層構造織物 
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４月以降の行事 

４月２５日………… 第７回繊維産業技能実習事業協議会(経済産業省) 

４月２６日………… 綿スフ工連／綿工連／同交会監事会（東京） 

４月２６日………… 第１２７回繊維通商問題委員会（東京・繊維会館） 

５月２１～２２日…… ＪFW-Premium Textile Japan ２０２０Ｓ/Ｓ（東京国際フォーラム） 

５月２４日…………綿スフ工連／綿工連通常総会、同交会理事会・評議員会（大阪・綿業会館） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

“ジャパン・コットン・マーク”は 
優れた国産綿素材製品の証明です 

 

国産綿素材の優れた品質をアピールして需要振興を

図るため、国内で製造した綿素材の織物を使用した

繊維製品に対してジャパン・コットン・マークの表示を

推進しております。 


